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研究論文 

 

いじめの重大事態の調査に関するガイドライン(改訂版)の特徴の検討（1） 
－調査組織に関する章の旧版との比較を中心に－ 

 
下田 芳幸*1 ・ 吉村 隆之*2 ・ 平田 祐太朗*3 

 

An examination of the features of the revised guidelines for investigations on serious 
situations of bullying (1): 

Focusing on the comparison with the previous version of the chapter on investigation organizations 
 

Yoshiyuki SHIMODA, Takayuki YOSHIMURA, and Yutaro HIRATA 
 

【要約】「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」（改訂版）の調査組織に関する章の特徴につ

いて，旧版との比較を通して検討した。改訂版では調査の概要及び目的の章が新設されていたほか，調

査組織の設置，重大事態調査の進め方の記載量が大幅に増えていた。また，調査委員の第三者性や公平

性・中立性，聴き取り，事実関係の整理，事案への対処や再発防止策，再調査の必要性や再調査の目的

に関する言及が，それぞれ増えていた。 

 

【キーワード】いじめ，重大事態，ガイドライン，調査組織 

 

問題と目的 

 

いじめ防止対策推進法（2013 年施行。法と略記）

では，“いじめにより当該学校に在籍する児童等の

生命，心身又は財産に重大な被害が生じた疑いが

あると認めるとき”（法第 28 条第 1 項第 1 号）ま

たは“いじめにより当該学校に在籍する児童等が

相当の期間学校を欠席することを余儀なくされて

いる疑いがあると認めるとき”（同第 2 号）を重大

事態と定義している。そして重大事態が発生した

場合，当該重大事態への対処や同種の事態の発生

防止のために，当該学校の設置者あるいは当該学

校が調査組織 1 を設置し，重大事態の事実関係を

明確にするための調査を行うこととなっている。 

この調査の進め方に関して，「不登校重大事態に

係る調査の指針」が（文部科学省，2016），次いで

「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」

（以下，ガイドラインと略記。文部科学省，2017b）

が策定された 2。しかしガイドライン等に沿った

対応がなされていないことなどにより児童生徒へ

の深刻な被害が発生している状況を踏まえ，ガイ

ドラインは 2024 年に改訂され（文部科学省，2024a。

以下，改訂前のガイドラインを旧版，改訂後のガ

イドラインを改訂版と表記），併せて「不登校重大

事態に係る調査の指針」が廃止されている。 

心理の専門家は，スクールカウンセラー（以下，

SC と略記）として学校で活動することも多いが，

その際，法第 22 条に基づき各学校に設置される学

校いじめ対策組織に参画することが求められてい

る（文部科学省，2017a，2024a）。この組織は，特

に不登校重大事態等が発生した際の調査組織の母

体となる場合がある（文部科学省，2024a）。さら

に，地方公共団体の長あるいは教育委員会等が設

置する調査組織にも心理の専門家の参画が求めら

れている（文部科学省，2017a，2024a）。なお重大

事態は，2023（令和 5）年度に 1,185 校で 1,306 件

発生しており（文部科学省，2024b），重大事態の

発生件数は増加傾向にあることから（下田他，
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2024b），SC をはじめとする心理の専門家が重大事

態の調査に携わる機会は，今後さらに増えていく

ことが予想される。そのため，改訂版の変更点や

強調点を把握しておくことが重要である。 

以上より本研究は，旧版と比較した改訂版の特

徴を明らかにすることを目的とし，分析手法とし

て計量テキスト分析を用いることとする。計量テ

キスト分析は，計量的手法を用いてテキスト型デ

ータを分析した後に内容分析を行う方法と定義さ

れ，分析の信頼性・客観性を一定程度確保できる

利点がある（樋口，2020）。本研究は計量的分析と

して，旧版，改訂版それぞれの語句の出現回数，

および語句の共起関係の確認を通して，改訂版の

特徴を明らかにすることを試みる。 

なお本研究は字数制限の都合上，ガイドライン

のうち，改訂版で新たに設定された‘重大事態調査

の概要及び調査の目的’と，心理の専門家が調査委

員として関与することの多い調査組織に関する章

（‘調査組織の設置’，‘対象児童生徒・保護者等に

対する調査実施前の事前説明’（旧版では‘被害児

童生徒・保護者等に対する調査方針の説明等’），

‘重大事態調査の進め方’（旧版では‘調査の実施’）

および‘地方公共団体の長等による再調査’）を対

象とした 3。その他（学校および学校の設置者に

関するもの）は別稿にまとめた（下田他，印刷中）。 

 

方 法 

 

1．分析データの作成と修正 

旧版および改訂版とも，文部科学省のウェブサ

イトに公開されているガイドラインの PDF ファ

イルからテキストデータを作成した 4。ただし表

紙，目次，各章のタイトル，および改訂版にのみ

記載のある各章のポイント，そしてテキスト認識

の都合上，改訂版の図については，対象外とした。 

本研究は，計量テキスト分析に KH Coder

（Ver.3.02c；樋口，2020）を使用した。以下，分

析に用いた語句は〔 〕，その他の文脈で旧版およ

び改訂版から語句等を引用する場合は‘ ’，そし

て先行研究等からの引用は“ ”で表記した。 

2．分析データの前処理と複合語の設定および分

析に使用する語の選択 

データの前処理と複合語の検討 分析データ

について，テキストのチェックおよび前処理を行

った。得られた抽出語を確認し，分割されていた

単語をひとまとまりのものとして扱うよう設定し

た（例：‘お’，‘それ’を〔おそれ〕）。 

また，KH Coder に同梱されている形態素解析ツ

ール茶筌を用いた複合語の検出結果のほか，〔学校

いじめ対策組織〕のようにガイドラインの特徴上

ひとまとまりで扱ったほうがよいと判断されたも

のや‘スクールカウンセラー’のように一つの語句

として扱う方が適切と判断された 75 の語句につ

いては，分割されないように設定した。 

分析に使用する語の選択 後述する共起ネッ

トワークの作成において，なるべく明瞭な結果を

得るために，以下の語句を除外語として設定した。 

まず，文法的な観点から‘ある’などそれだけで

は意味をなしにくい語や助詞や助動詞，そして年

号については，すべて除外した。また，ガイドラ

インの性質を踏まえ，より明瞭な結果を得る都合

上，‘重大事態’，‘調査’，‘法’や‘項’といった全体

を通して頻出した語句も除外した。 

3．適用する分析手法 

両版の語句の特徴を確認するため，それぞれに

おいて語句の出現回数を確認した。なお，改訂版

は全体的に記載量が増えていたことから，抽出す

る語句数について，旧版は出現回数 3 回を原則と

し，改訂版は章ごとの記載量の増加量を考慮して

決定した。なお以下の各Tableの語句数の多寡は，

上記基準のさらに 1.5 倍を目安に記載した。 

また，それぞれの版の語句の関係性を確認する

ために，共起ネットワークを作成した。共起ネッ

トワークの作成は，Jaccard 係数による最小スパニ

ングツリーのみをサブグラフ検出（グループ分け）

で描画する設定を用い，そして使用語句は，上位

60 語程度とした。 

 

結果と考察 
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基準を超えた語句が非常に多く，また多様な共

起関係も示されたことから，重大事態に関与する

SC 等の心理の専門家に有用な知見を提供すると

いう本研究の目的に鑑み，以下，学校臨床心理学

に関連の深いと思われる語句に関する結果を中心

に考察を行った。 

なお，全体として〔加害〕や〔被害〕などの語

句の出現回数が減少し，一方で〔対象〕や〔関係〕

といった語句は増加しているが，これは改訂版に

おいて，いわゆる被害者を対象児童生徒，いわゆ

る加害者や当該重大事態に関わりのある児童生徒

を関係児童生徒と表記されていることによる 5。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1. 重大事態調査の概要及び調査の目的 

この章は改訂版にのみ設定されており，‘重大事

態調査の概要’および‘重大事態調査を実施する目

的’の 2 つの節から構成されている。 

語句の数について，分析に使用された語句の総

数を表す総抽出語数は 443，分析に使用された語

句の種類を表す異なり語数は 193 であった。出現

回数が 3 回以上だった語句をまとめたものを

Table 1 に，共起ネットワークの結果を Figure 1 に， 

それぞれ示す。なお本章のみ，旧版と比較する必

要がないことから，章のポイントの箇所も分析デ

ータに含めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 1 重大事態調査の概要及び調査の目的における語句の共起ネットワーク 

学校 25 再発防止 5 事態 4 行為 3 発生 3
児童生徒 15 支援 5 取り組む 4 講ずる 3 必要 3
設置者 11 実施 5 法律 4 策 3 防止 3
対象 10 重大 5 向ける 4 進め方 3 保持 3
疑い 9 生じる 5 求める 4 責任追及 3 学び 3
目的 9 対応 5 余儀ない 4 争訟 3 民事 3
当該 8 段階 5 解消 3 尊厳 3
対処 7 不登校 5 関係 3 適切 3
事実関係 6 よる 5 行政 3 当該学校 3
被害 6 確認 4 刑事 3 取組 3

Table 1　重大事態調査の概要及び調査の目的における語句の出現回数
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本章において重大事態の調査は，‘対象児童生徒

の尊厳を保持するため，いじめにより対象児童生

徒が重大な被害を受けるに至った事実関係を可能

な限り明らかにし，当該重大事態への対処及び同

種の事態の再発防止策を講ずることを行うことを

目的とした調査’（括弧書き省略）とされている。

このため，〔事実関係〕のほか，〔対処〕や〔再発

防止〕の出現が多く，また〔再発防止〕は〔策〕

を〔講ずる〕と共起していた。 

また，〔疑い〕の使用頻度も高いが，これは先述

のように，重大事態の定義は“いじめにより当該学

校に在籍する児童等の生命，心身又は財産に重大

な被害が生じた疑いがあると認めるとき”または

“いじめにより当該学校に在籍する児童等が相当

の期間学校を欠席することを余儀なくされている

疑いがあると認めるとき”であり，この「疑い」の

部分を強調している可能性がある。 

次に，〔支援〕の出現回数も多く，〔対象〕〔児童

生徒〕と共起している。‘当該重大事態への対処’

の中で，‘心のケアや必要な支援’，‘学習支援’や‘学

びの継続に向けた’支援といった記載が確認でき，

調査目的の一つとしての被害者支援が強調されて

いるようである 6。関連して，〔尊厳〕が 3 回確認

でき，文中では‘対象児童生徒の尊厳の保持’とし

て使用されている。なお‘尊厳’は改訂版全体では 5

回使用されているが，旧版での使用は確認できな

いことから，‘対象児童生徒の尊厳の保持’は，改

訂版での強調点の一つとなっているようである。 

このほか，〔争訟〕や〔責任追及〕，〔民事〕や〔刑

事〕も 3 回ずつ出現し共起していた。文中では‘民

事・刑事・行政上の責任追及やその他の争訟等への

対応’を直接の目的とするものではないとあり，法律

的な観点からの責任追及ではなく，あくまで当該重

大事態への対処と再発防止の目的でなされる調査

である点が強調されているようである。 

以上より，当該重大事態への対処と同種の事態

の再発防止策を講ずるという目的，法的な責任追

及ではなく教育的な観点であること，疑いの段階

で調査を行う点，そして被害者側の尊厳の保持や

支援の言及が多い点が改訂版に特徴的といえる。 

2.調査組織の設置 

この章について，旧版は‘調査組織の構成’，‘調

査組織の種類’および‘第三者委員会を設けた調査

を実施しない場合’の 3つの節，そして改訂版は‘調

査主体の決定’および‘調査組織の構成の検討’の 2

つの節から構成されている。なお，改訂版の‘調査

主体の決定’は(1)調査主体を決める，(2)調査組織

の種類の 2 つの項，‘調査組織の構成の検討’は(1)

基本的な考え方，(2)専門家及び第三者の考え方，

(3)調査組織を常設とした場合の対応の 3つの項が

ある。項を含む節単位で比較すると，本章の改訂

版では調査組織での調査を実施しない場合の説明

がなくなり，調査主体，専門性や第三者性に関す

る説明が追加されている。 

語句の数については，旧版，改訂版の順に，総

抽出語数は 182 と 843，異なり語数は 103 と 272

であった。なお分析に用いない品詞も含めた語句

数を基準にした場合，改訂版の本章の記載量は旧

版の 4.5 倍となっており，全体の平均的な増加量

（3.3 倍）より多かった点も，本章の特徴といえる。

出現回数が旧版で3回以上または改訂版で14回以

上，あるいはいずれかの版で 0 回だった語句をま

とめたものを Table 2 に，旧版で 3 回以上，改訂版

で 6 回以上出現した語句の共起ネットワークの結

果を Figure 2-1 と 2-2 に，それぞれ示す。 

分析の結果，まず，改訂版では〔専門家〕の出

現回数が増えており，〔スクールカウンセラー〕，

〔スクールソーシャルワーカー〕といった〔心理〕

や〔福祉〕の専門家のほか，〔弁護士〕や〔医師〕

などの言及が特徴的であった。学校におけるいじ

め対策については，学校いじめ対策組織に心理や

福祉の専門家を含むこと（文部科学省，2017a，

2024a）をはじめとして，専門家の関与が求められ

ているところであり，重大事態の調査においても

同様である。国のいじめ防止基本方針（文部科学

省，2017a）には，重大事態の調査を行う組織の構

成として，“弁護士や精神科医，学識経験者，心理

や福祉の専門家であるスクールカウンセラー・ス

クールソーシャルワーカー等の専門的知識及び経

験を有する者”と明記されているが，これが改訂版 
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にも具体的に記載されるようになったといえ，心

理の専門家の積極的な参画がガイドラインにも明

記されたということができる。SC をはじめとする

学校臨床に携わる心理の専門家は，一般的ないじ

めのみならず，いじめの重大事態の調査や対応に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関しても，研鑽を積んでいく必要がある。 

次に，〔第三者性〕という表現が増えており，加

えて改訂版では〔公平〕（性）や〔中立〕（性）と

ともに〔確保〕といった共起関係が特徴的である。

この点に関連して，本研究の出現回数等の基準に 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Figure 2-1 調査組織の設置（旧版）における語句の共起ネットワーク 
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達していないために図表には表れていないが，被

害児童生徒・保護者に‘寄り添う’といった表現が，

旧版では 3 回出現しているが 7，改訂版では確認

できなかった。坂田（2018）は，被害者側に寄り

添うことと調査に当たってその要望を全て受け容

れることは決してイコールではないとし，また春

日井（2020）は自身の調査委員の経験から，被害

者側（自殺事案の遺族）に寄り添うことと公平性・

中立性は矛盾しなかったことを論じているが，改

訂版では公平性・中立性と被害者側に寄り添う姿

勢を区別し，前者をより強調した結果，‘寄り添う’

といった表現が削除された可能性がある。 

また〔職能団体〕の〔推薦〕のあった者が〔直

接〕の〔人間関係〕や〔特別〕の〔利害〕〔関係〕

を有しないといった記述も増えており，調査組織

の〔第三者性〕や公平性・中立性の確保のための

選定プロセスの記載が，より明確になっている。 

このほか，〔方式〕も改訂版で特徴的であるが，

改訂版では，学校の設置者主体として教育委員会

等方式と第三者委員会方式，学校主体の場合とし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

て学校いじめ対策組織方式と第三者委員会方式，

を例示している。このように調査組織の種類に関

する言及が増えていることから，〔方式〕の出現回

数が多くなっているものと思われる。その中で特

に，構成員が第三者のみでない教育委員会方式や

学校いじめ対策組織方式の場合における公平性・

中立性の確保に関する言及が多いことも，先述の

第三者性等に関する語句の出現回数の多さの一因

と考えられる。 

以上より記載量が大幅に増えた点，そして主に

調査委員の第三者性や公平性・中立性および専門

性や，調査組織の種類に関する記載が増えた点が

改訂版に特徴的といえる。 

3.対象児童生徒・保護者等に対する調査実施前の

事前説明 

この章について，旧版は‘説明時の注意点’，‘説

明事項’，‘外部に説明を行う際の対応’，‘自殺事案

における他の児童生徒等に対する伝え方’，‘被害

児童生徒・保護者が詳細な調査や事案の公表を望

まない場合【再掲】’および‘被害児童生徒・保護

Figure 2-2 調査組織の設置（改訂版）における語句の共起ネットワーク 



佐賀大学大学院学校教育学研究科紀要 第 9 巻 2025 年 

251 

者のケア’の 6 つの節から構成されていた。改訂版

は‘事前説明等を行うに当たっての準備’，‘対象児

童生徒・保護者に対する事前説明’および‘関係児

童生徒・保護者に対する説明等の 3 つの節から構

成されていた（このうち‘事前説明等を行うに当た

っての準備’は(1)対象児童生徒・保護者への説明に

おける基本的な姿勢，(2)説明の準備，(3)説明時の

注意点の 3 つの項，‘対象児童生徒・保護者に対す

る事前説明’は(1)対象児童生徒・保護者への説明事

項，(2)対象児童生徒・保護者への説明に当たって

の留意事項，(3)対象児童生徒・保護者が詳細な調

査や事案の公表を望まない場合の 3 つの項があ

る）。項を含む節単位で比較した場合，改訂版では

外部への説明や自殺事案の説明がなくなっている

が，これらは説明時の留意事項や，報道対応につ

いては‘重大事態発生時の対応’の中で言及される

といった構成の違いがある。そして基本的な姿勢

や準備の節が新たに設定され，説明事項と留意事

項を分けている点が特徴的といえる。 

語句の数については，旧版，改訂版の順に，総

抽出語数は 673 と 1,255，異なり語数は 291 と 383

であった。なおこの章は両版とも他の章と比べて

記載量が多いことから，出現回数は旧版で 4 回以 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上または改訂版で 7 回以上を基準とし，かつこれ

まで同様に，いずれかの版で 0 回だった語句につ

いてもまとめた（Table 3）。共起ネットワークにつ

いては旧版で 4 回以上，改訂版で 5 回以上出現し

た語句とし，結果を Figure 3-1 と 3-2 に示す。 

まず，〔児童生徒〕や〔保護者〕への〔説明〕が

共起し出現回数も多いのは当然であるが，このう

ち〔説明〕の出現回数が相対的に増えていた。被

害者側が納得せず調査が中断したり，調査結果を

不服として再調査を申し出たりする事案がしばし

ば報道されているが，こういった事態を回避する

ことも含めて，丁寧な説明を行うことが改訂版で

はより強調されているのかもしれない。この点に

関連して，共起ネットワークの結果のうち，〔聴く〕

は‘聴き取り（聴き取る）’という用い方が多いが，

それ以外に〔調査方法〕や〔要望〕と関連してい

る点も特徴的といえ，調査方法や被害者側の要望

を聴き取ったり，調査組織としての方針等の説明

を行ったりすることについて，改訂版ではより強

調されているようである。 

なお，本研究の出現回数等の基準に達していな

いため図表に示していないが，‘納得’が改訂版で 2

回確認でき，いずれも調査に対する対象児童生徒 
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Figure 3-2 対象児童生徒・保護者等に対する調査実施前の事前説明（改訂版）における語句の共起ﾈｯﾄﾜｰｸ 

Figure 3-1 対象児童生徒・保護者等に対する調査実施前の事前説明（旧版）における語句の共起ﾈｯﾄﾜｰｸ 
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・保護者の文脈で使用されている。前章で，調査

組織の公平性・中立性が重視され“寄り添う”姿勢

が削除されている点に触れたが，丁寧な説明を行

うことなどして被害者側の納得を得ながら調査を

進める，という意味での配慮は行いつつも，被害

者側に“寄り添う”のではなく公平性・中立性を保

つことが強調されているように思われる。 

このほか，〔調査組織〕や〔調査委員〕の語句の

出現回数も増え，それらの〔構成〕と共起してい

ることに加え，〔調査委員〕は〔中立〕と関連する

〔職能団体〕の〔推薦〕との結びつきも示された。

これは，前章で述べた調査組織の公平性・中立性

が，本章でも強調されている様子がうかがわれる。

こういった調査組織や調査委員の選定プロセスと

いった公平性・中立性の確保についても，関係者

に丁寧に説明する必要があると思われる。 

一方，〔遺族〕は改訂版で大きく減っていた 8。

重大事態の種類として不登校および心身のうち精

神の件数が多いことから（下田他，2024b），自殺

に関する記載を減らし，重大事態の種類を問わず

共通する内容について記載されているのかもしれ

ない。また，被害者側へのケアに関する節が削除

されたことに伴い，〔ケア〕についての言及が見ら

れなくなっているが，これは調査組織が行うとい

うより，学校や学校の設置者が行うべきことであ

ることから，調査組織が行うことを記載した本章

から削除された可能性がある。 

以上より，被害者側への調査方法の説明や要望

を聴き取ることの強調と，調査組織の公平性・中

立性について引き続き言及されている点が改訂版

に特徴的といえる。 

4.重大事態調査の進め方 

この章について，旧版は重大事態の種類を問わ

ない共通事項として‘調査対象者’，‘保護者等に対

する説明等’，‘児童生徒等に対する調査’，‘記録の

保存’，‘調査実施中の経過報告’および‘分析’の 6

つの節，そして改訂版は‘調査の進め方についての

事前検討’，‘調査の実施’および‘調査報告書の作成’

の 3 つの節から構成されている（このうち‘調査の

実施’は(1)調査全体の流れ，(2)重大事態調査にお

ける留意事項，(3)聴き取り調査・アンケート調査

等における事前説明，(4)聴き取り調査の方法及び

留意事項，(5)児童生徒を対象としたアンケート調

査等を行う場合の留意事項，(6)調査中の対象児童

生徒･保護者への経過報告の 6 つの項，‘調査報告

書の作成’は(1)重大事態調査における調査報告書

の作成，(2)事実関係の確認･整理，(3)重大事態へ

の対処，児童生徒への支援方策の検討，(4)学校及

び学校の設置者の対応の検証・再発防止策の提言

の 4 つの項がある）。項を含む節単位で比較した場

合，本章は両版でかなり異なっており，改訂版で

は調査の全体像から調査手法とその説明事項や留

意事項や，報告書作成時の内容について詳述され

ているようである。 

語句の数については，旧版，改訂版の順に，総

抽出語数は 325 と 1,530，異なり語数は 168 と 482

であった。なお分析に用いない品詞も含めた場合，

改訂版の本章の記載量は改訂版の 4.5 倍となって

おり，全体の平均的な増加量（3.3 倍）より多かっ

た点も，本章の特徴といえる。出現回数が旧版で

3 回以上または改訂版で 14 回以上，あるいはいず

れかの版で 0 回だった語句をまとめたものを

Table 4 に，旧版で 3 回以上，改訂版で 6 回以上出

現した語句の共起ネットワークの結果を Figure 

4-1 と 4-2 に，それぞれ示す。 

改訂版では，‘聴き取り’（〔聴く〕〔取る〕）の出

現回数が増えている。調査組織が行う調査の方法

としてアンケート調査と聴き取り調査があるが，

改訂版では特に聴き取り調査に関する説明が増え

ているようである。永田（2020）は旧版における

調査事項の説明について，ガイドライン内での「説

明」は協議を内包しており，説明と協議を一体と

して理解すべき，としている。改訂版においても，

文脈を考慮するとこの指摘は当てはまるように思

われるが，今後のさらなる検討が求められる。 

なお聴き取りについて改訂版では，‘「生徒指導

提要（改訂版）」第 6 章 6.3.2「児童生徒からの聴

き取り」の少年非行の聴取の方法に係る記載が参

考になる’とあり，改訂版の生徒指導提要の中には

“司法面接の技術”への言及がある（文部科学省， 
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2022b）。したがって調査に当たる心理の専門家は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

通常のカウンセリング的な聴き方に加え，司法面 

Figure 4-1 重大事態調査の進め方（旧版）における語句の共起ネットワーク 
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接の聴取方法についても熟知しておく必要がある。 

次に，〔事実関係〕の出現回数も増えており，共

起ネットワークの結果から，〔確認〕や〔整理〕と

共起していることが示された 9。関連して，旧版

では見られなかった〔事実経過〕への言及が改訂

版で増えていた。先述のように改訂版における本

章の記載量の増加量は他の章と比べてもかなり多

いが，事実関係の確認や整理を通した事実経過を

明らかにするといった調査の目的が，より丁寧に

記載されるようになっているものと思われる。 

また，調査報告書の作成に関して，旧版では“背景

調査の指針 P20 を参考とする”等の記載にとどま

っていたものが，改訂版では 1 つの節になってい

る。このことも影響してか，〔事案〕への〔対処〕

と〔再発防止〕〔策〕，あるいは〔調査組織〕が〔支

援〕〔方策〕を〔検討〕するといった語句の出現や

共起関係も，改訂版の特徴となっている。このこ

とから，重大事態の調査に当たる心理の専門家は，

調査に関するスキルのみならず，支援策を含む事

案への対処や再発防止策の提案にも関与する必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

がある。支援策に関しては通常の学校臨床心理学

の経験や知見から提案できることも多いと思われ

るが，再発防止策については，従来のいじめに関

する知見に加え，重大事態に特徴的な学校の課題

の整理を踏まえた策定などが必要であろう 10。 

この他の語句に関して，この章においても〔自

殺〕の出現回数は相対的に減っており，それに伴

って，自殺の〔背景調査〕の〔指針〕も減ってい

る。これは前節で述べたように，重大事態の種類

を問わず共通する事項を中心に記載されているこ

とによると思われる。 

以上より記載量が大幅に増えている点，そして

聴き取り，事実関係の確認や整理，当該事案への

対処や同種の事態の再発防止策に関する言及が増

えた点が改訂版に特徴的といえる。 

5.地方公共団体の長等による再調査 

この章について，旧版は‘再調査を行う必要があ

ると考えられる場合’，‘地方公共団体の長等に対

する所見書の提出（再掲）’，‘再調査の実施’の 3

つの節，そして改訂版は‘再調査の概要’，‘再調査

Figure 4-2 重大事態調査の進め方（改訂版）における語句の共起ネットワーク 
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の進め方’，‘再調査結果の説明，報告及び再調査

結果を踏まえた対応’の 3 つの節から構成されて

いる（このうち‘再調査の概要’は(1)再調査の趣旨，

(2)再調査を行う必要があると考えられる場合の 2

つの項がある）。項を含む節単位で比較した場合，

改訂版では再調査の趣旨や実施後に関する節が増

えているといえる。 

語句の数については，旧版，改訂版の順に，総

抽出語数は 120 と 265，異なり語数は 71 と 114 で

あった。出現回数が旧版で 3 回以上または改訂版

で 7 回以上，あるいはいずれかの版で 0 回だった

語句をまとめたものを Table 5 に，両版とも 3 回以

上出現した語句の共起ネットワークの結果を

Figure 5-1 と 5-2 に，それぞれ示す。 

改訂版では，〔必要〕の使用頻度が増えており，

〔再調査〕や〔踏まえる〕あるいは〔考える〕と

共起していた。重大事態の調査のうち再調査に至

った割合に関する統計情報はないことから，参考

までに文部科学省のデータ（文部科学省，2021，

2022a，2023，2024b）を元に再調査の件数とその

前年度の重大事態の調査件数の割合を計算したと

ころ，2023（令和 5）年度/2022（令和 4）年度が

3.8％（35 件/923 件），2022（令和 4）年度/2021（令

和 3）年度が 4.3％（30 件/705 件），2021（令和 3）

年度/2020（令和 2）年度が 6.2％（32 件/514 件）

と，5％前後で推移していた。公表された再調査報

告書に関しては，再調査に至った理由はすべて被

害者側からの要望によるものであることから（下

田他，2024a），被害者側の要望を考慮しつつ，そ

の必要性について検討することが求められている

ようである。そのためか，〔当該〕重大事態への〔対 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

処〕や〔同種〕の〔事態〕の〔発生〕の〔防止〕

の観点から再調査の適否を判断する，といった，

目的との関連がやや強調されているようである。 

一方で，旧版に見られた，調査が〔十分〕に尽

くされた（〔尽くす〕）かに関する記載は減ってい

るが，重大事態の調査には立証責任の概念がなく，

また法的な強制力はない（木下，2018）。後者の事

情から，調査は被害者側・加害者側・関係者の任

意の協力によって行われるため，調査の結果に対

し，‘十分な調査が尽くされていない’と表現する

のは必ずしも適切とはいえないことも少なくない

と思われる。そのため，改訂版ではこういった表

現が減ったのかもしれない。なお，〔学校〕やその

〔設置者〕といった語句も使用頻度が低下してい

るが，その理由の一つとして，再調査を行う必要

性が考えられるもののうち，旧版に記載のあった

“③学校の設置者及び学校の対応について十分な

調査が尽くされていない場合”が改訂版には見ら

れないことが影響しているかもしれない 11。 

以上より，調査が十分尽くされているか以外の

観点での再調査の必要性，関連する重大事態への

対処や同種の事態の再発防止に関する言及が増え

たのが改訂版に特徴的といえる。 

6.まとめと今後の課題 

旧版と改訂版の差異のうち，まず記載量の変化

について，今回取り上げた章の中では，調査組織

の設置，重大事態調査の進め方の 2 つに関する記

載量は，大幅に増加していた。 

次に，調査組織の設置では主に調査委員の第三

者性や公平性・中立性および専門性，調査組織の

種類に関する記載が増えており，重大事態調査の 
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Figure 5-1 地方公共団体の長等による再調査（旧版）における語句の共起ネットワーク 

Figure 5-2 地方公共団体の長等による再調査（改訂版）における語句の共起ネットワーク 



下田・吉村・平田 いじめ重大事態調査ガイドライン（改訂版）の特徴（1） 

258 

進め方では主に聴き取り，事実関係の確認や整理，

当該事案への対処や同種の事態の再発防止策に関

する言及が増えた。したがって重大事態の調査に

関わる心理の専門家は，自身の選定プロセスにお

ける第三者性，公平性・中立性の確保に留意しつ

つ，重大事態の調査目的を十分に理解して調査に

当たることが求められる，といえる。 

その他の章について，まず重大事態調査の概要

及び調査の目的の章が改訂版で新たに設定されて

いた。その内容については，調査の目的は当該重

大事態への対処と同種の事態の再発防止策を講ず

ることであり，法律上の責任追及でなく教育的な

観点で行われるものであること，疑いの段階で調

査を行うこと，被害者側の尊厳の保持や支援につ

いても強調されていることが確認された。調査に

関わる心理の専門家は，こういった調査目的につ

いて，十分理解しておく必要がある。 

次に，対象児童生徒・保護者等に対する調査実

施前の事前説明の章については，被害者側に調査

方法や要望を聴き取ることや説明を行うことがよ

り強調されている。また，調査組織の公平性・中

立性については事前説明の章でも強調されている

様子がうかがわれた。 

そして地方公共団体の長等による再調査の章に

ついては，調査の不十分さ以外の観点での再調査

の必要性に関する言及や，関連する重大事態への

対処や同種の事態の再発防止に関する言及が増え

ている点が特徴的である。再調査に関わる心理の

専門家は，再調査の必要性や目的を十分に検討し

た上で調査に当たる必要があると思われる。 

今回対象とした章を通して，自死事案に関連す

る語句の出現回数は減っていたことから，改訂版

は全体として，重大事態の種類を問わず共通した

事項の説明が中心となっているといえる。一方で

こういった特徴から，自殺事案の調査に当たる際

に「子供の自殺が起きた時の背景調査の指針（改

訂版）」（文部科学省，2014）を参照する意識が薄

れる懸念も否定できない。心理の専門家は，改訂

版のみならず，「子供の自殺が起きた時の背景調査

の指針」についても十分理解しておく必要がある

と思われる。 

今後は，こういった改訂版のガイドラインの方

向性を踏まえた研修等を充実させ，心理の専門家

の重大事態調査のスキル向上を図る必要がある。

また重大事態の調査は，対象となる児童生徒・保

護者や教職員等は当然のこと，調査を行う調査委

員にも多大な負荷が掛かる。重大事態の調査を持

続可能な制度とするためには，改訂版に準拠しな

がら，調査に関する知見を蓄積し，そのあり方を

検証していくことも求められる。 

 

<脚注> 

1 改訂版で第三者委員会とは調査組織の構成員が

全て第三者で構成されているものを指すとされ

ているため，本研究では第三者委員会等でなく

「調査組織」の表記を使用した。 

2 自殺事案では改訂版に加えて「子供の自殺が起

きた時の背景調査の指針（改訂版）」（文部科学

省，2014）に基づいて行う必要がある（文部科

学省，2024a）。ただし，いじめとしての調査と

自殺の背景調査を区別する必要があるという指

摘もある（例えば山岸，2019） 

3 参考のため，両版の全体としての語句の出現回

数（記載量の違いを考慮し，旧版で 5 回以上，

改訂版で 15 回以上とした）と共起ネットワーク

（作成手順は本文中のものと同様）について，

Appendix 1 から 3 として加えた。 

4 誤字等については分析データを確認し，旧版の

‘地方公共団体の長等による再調査’の章におけ

る‘だだし’は『ただし』に修正した。また，表

記揺れを統一する都合上，旧版の‘第三者調査委

員会’は『第三者委員会』とし，同じく‘所見’は

『所見書』とした。 

5 改訂版の用語説明から，いじめ防止対策推進法

の趣旨を踏まえ，被害や加害の“疑いがある”点

を強調するため，関係性を確定するような表現

が用いられていないことが考えられる。 

6 Appendix に示すように，ガイドライン全体とし

ての出現回数は両版で概ね同程度であることか

ら，改訂版では，調査の目的においても支援が
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強調されているといえそうである。 

7 このほか，加害児童生徒・保護者に対して 1 回

の使用が確認できる。 

8 改訂版全体の出現回数は 8 回と多くないが，主

に当該重大事態への対処で使用されている。 

9 旧版では見られなかったが，改訂版には‘事実関

係の把握と把握された事実関係を基にした評価

分析は別の事柄’である旨の記載もある。 

10 例えば玉野（2018）は不登校重大事態における

調査のあり方を論じる中で，不登校重大事態は

加害者側の不満が被害者側に向かうといった二

次被害を含み，影響が多岐に渡ったり長期化し

やすかったりすることを指摘している。 

11 改訂版の第７章（被害者側への事前説明）に学

校の設置者及び学校の対応等も含まれているた

め，ここでの記載が省略された可能性はある。 

 

付 記 

 

本研究は佐賀大学大学院学校教育学研究科研究

倫理審査委員会の審査を受け（承認番号 21005），

科学研究費の助成を受けて行われた（課題番号

23K02963）。この他に開示すべき利益相反事項は

ないが，筆者らは SC として配置された学校でい

じめ対策に関わっており，また，重大事態の調査

委員の経験がある。 
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Appendix 2 旧版全体における語句（5 回以上出現）の共起ネットワーク 
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（2025 年 1 月 31 日 受理） 

Appendix 3 改訂版全体における語句（15 回以上出現）の共起ネットワーク 


